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添付資料5. 重点分野／開発課題毎のバッチ受入人数 

サブプログラム 
（JDS重点分野） 

コンポーネント 
（JDS開発課題） 

主管省庁 対象機関 大学 
4バッチ受入人数案 

第1 第2 第3 第4 計 

行 財 政 機 能 の 強 化

（Enhancement of Governance 
and Financial Administration） 

行 財 政 能 力 の 向 上

（Development of Governance 
and Financial Capacity） 

財務経済計画省

（MOFEP） 

財務経済計画省（MOFEP）、
国 家 開 発 計 画 委 員 会

（NDPC）、ガーナ統計局

（GSS）、ガーナ中央銀行

（Bank of Ghana） 

神戸大学 
国際協力研究科 

3 3 3 3 12 

基礎的な社会サービスの拡充

（Improvement of Basic Social 
Services） 

基礎的な社会サービスの拡

充（保健政策強化支援）

（Improvement of Basic Social 
Services（Support for Health 
Policy）） 

保健省（MOH）、ガーナ保

健サービス（GHS） 
国際大学 
国際関係学研究科

2 2 2 2 8 

計 5 5 5 5 20 
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添付資料6. 重点分野基本計画 

人材育成支援無償（JDS）事業 サブプログラム 基本計画 

重点分野の基本情報 

1. 国名：ガーナ 

2. サブプログラム（JDS 重点分野）名：行財政機能の強化 

3. 運営委員会：財務経済計画省（MOFEP）、保健省（MOH）、ガーナ保健サービス

（GHS）、ガーナ国日本大使館、JICA ガーナ事務所 

 
個表1 

1. サブプログラム／コンポーネントの概要 

(1) 基本情報 

1. サブプログラム（JDS 重点分野）名：行財政機能の強化 

2. コンポーネント（JDS 開発課題）名：行財政能力の向上 

3. 主管省庁：財務経済計画省（MOFEP） 

4. 対象機関：MOFEP、国家開発計画委員会（NDPC）、ガーナ統計局（GSS）、ガー

ナ中央銀行 

 

(2) 背景と必要性（当該国の開発政策における本事業の位置づけ） 

現在、ガーナ経済は主要輸出品（外貨収入源）の金・カカオ豆の国際価格の高止ま

りと、2010 年後半からの石油生産開始を主な要因として、短期的には安定した経済成

長が見込まれている。他方で、前政権による政府滞納金の財政収支における赤字や、

経常支出の超過等の問題があり、財政面での課題は依然として大きい。また、同じく

2010 年に一人当たり GDP 算出方法の変更がなされ、約 650 米ドル（2009 年）から約

1,100 米ドル（2010 年）に上方修正され中所得国入りしたが、貧富の格差拡大が引き続

き深刻な問題であるとされている。 

こうした背景のもと、2010 年に発表されたガーナの新国家開発戦略（Ghana Shared 

Growth and Development Agenda：GSGDA I）においても、マクロ経済の安定は最重要課

題の一つに掲げられており、早急な財政健全化に向けた取組みが求められているが、

財務計画経済省を初めとする関係機関に十分な能力を有する職員が配置されていない

現状がある。 

また、公共支出管理が脆弱であるとの IMF の指摘もあるところ、わが国はこうした

公共財政管理の重要性に鑑み、一省庁（食糧農業省）の予算立案、実施、モニタリン

グの面において総合的な財務管理の改善を図るプロジェクトを実施中である。それと

併せて、財務計画経済省において、中長期的に財政改革に取り組む人材を育成するこ

とは、ガーナ政府全体への裨益にも繋がり協力意義が高い。更には、今後円借款を開

始予定のわが国にとって、ガーナ政府の債務持続性を向上させていくことは、対ガー

ナへの中長期的な支援内容に影響を与えるため、その観点において協力の必要性は高

いと見込まれる。 
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(3) わが国及びJICAの援助方針とその実績（これまでのJDS留学生の成果含む） 

※2012年3月現在、国別援助方針を改訂中。 

対ガーナ国別援助計画では二つの重点開発課題（地方・農村部の活性化、産業育成）

とそれを下支えする横断的課題として「行政能力向上・制度整備」を設定している。

同計画では重点協力領域の一つとして、公務員の能力向上及び財政管理体制の強化を

目指すと共に、財政支援に取組むことを検討することとしている。これまでの JICA の

協力実績としては、個別専門家「経済政策アドバイザー」（2006 年～2007 年長期/2009

年短期）の派遣、国別研修「財務省モニタリング評価能力強化支援」（2010 年度～2011

年度）、技術協力プロジェクト「公務員研修センター機能強化プロジェクト」（2010

年度～2013 年度）等が挙げられる。 

 
2. 協力の枠組み 

(1) 事業の目的 

本邦大学院での学位取得（修士）を通じ、同国の社会・経済開発に関わり、将来的

に重要な役割を果たすことが期待される若手行政官などを育成することを目的とす

る。また、人的ネットワーク構築を通して、将来的な両国のパートナーシップの強化

に資するものとする 

 

(2) 案件目標 

① 上位目標 

経済政策、金融政策、財政管理に関する関係行政機関の能力が帰国生により向上

する 

② プロジェクト目標： 

対象機関における行政に携わる人材の経済政策、金融政策、財政管理に関する能

力が向上する 

 

(3) 目標の指標 

① 留学生の修士号取得 

② 帰国留学生の日本で研究した内容に深く関連する職場での勤務 

 
(4) 受入計画人数及び受入大学 

神戸大学大学院 国際協力研究科 3 人/年 計 12 名/4 年 
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(5) 活動 

目標 内容・目標達成手段 

① 来日前 

留学生が来日後に円滑

な研究が開始できるよう

事前準備を行う。 

留学生が大学により課せられた課題に従事し、リサー

チプランに必要なデータと情報収集を実施する。 

② 留学中 

留学生が、ガーナの置か

れた状況と直面する開

発・貧困削減上の課題をよ

く理解し、それに対応した

適切な経済政策を提案・策

定し、実施することのでき

る高度な専門性を習得す

る。 

･ 留学生が経済学の基礎（ミクロ経済学、マクロ経済学、

計量経済学）を身につけ、データによる実証分析によ

り、政策課題の分析能力と政策提案能力を強化する。

･ 留学生が経済学を柱としつつも、政治学、国際関係論、

国際法、法整備などの分野を広く学ぶことにより、経

済に与える政治環境、ガバナンスのあり方、法制度の

影響や役割についての理解を深める。 

･ 留学生が財政学、金融論、経済成長論などマクロ経済

運営に必要な知識を身につける。 

･ 留学生が、貧困削減に資する経済政策の具体的な策

定・実施に資する人的資源開発、社会開発政策・社会

調査など経済学の応用分野の知識を獲得する。 

･ 留学生が、国際開発協力の学習を通じて、セクタープ

ログラムなどを通じて外国援助を含む開発資源を効率

的に活用するための方法論を学ぶ。 

･ 大学が国内外の大学・機関から招いた客員教授や講師

により、留学生は経済開発に加え地域の経験に関する

知識を深める。 

･ 大学が国内外の大学・機関から招いた客員教授や講師

により、留学生は他国の制度の状況に関する知識を深

める。 

･ 留学生が日本国内の行政の視察を通じて、社会経済政

策が現場でどのように具体的に実施されているかにつ

いて、知見を深める。 

論文作成を通じ課題に

対する解決策を考察する。 

留学生が市場経済化を通じた経済成長について諸国の

経験を比較検討し、課題に関する政策提案に関する研究

をまとめる。 

③ 帰国後 

研究成果の活用 ･ 帰国留学生が担当教員との定期的な情報交換を行う。

･ 大学が帰国留学生や対象機関に対するセミナー等のフ

ォローアップ活動を実施することにより、開発課題達

成のための支援を行う。 
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(6)-1 日本側の投入 

① 受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前

指導、特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

② 留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③ 留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

(6)-2 投入期間・人数 

1 バッチ 3 名×4 ヵ年＝12 名 

2012 年（～2014 年修了）：3 名 2013 年（～2015 年修了）：3 名 

2014 年（～2016 年修了）：3 名 2015 年（～2017 年修了）：3 名 

 

(7) 相手側の投入 

① 受入大学関係者等との協議参加 

② 留学生の派遣 

③ 事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

(8) 資格要件 

① 職務経験等 

･ 3 年以上の専門的な実務経験を有すること 

② その他： 

･ ガーナ国籍を持つこと 

･ 原則として 22 歳以上 39 歳未満（留学年 4 月 1 日現在） 

･ 軍に現に奉職していない者 

･ 本事業の目的を正しく理解し、学業の修了・帰国後、母国の発展に貢献する明確

な意思を有する者 

･ 原則、既に海外支援による奨学金を受給し、留学の結果、「修士」の学位を取得

していない者。また、現在、他の海外支援による奨学金を受給していない者ある

いは受給予定でない者 

･ 心身ともに健康である者 

･ 日本に留学するうえで、十分な英語力を有する者 
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人材育成支援無償（JDS）事業 サブプログラム 基本計画 

重点分野の基本情報 

1. 国名：ガーナ 

2. サブプログラム（JDS 重点分野）名：基礎的な社会サービスの拡充 

3. 運営委員会：財務経済計画省（MOFEP）、保健省（MOH）、ガーナ保健サービス

（GHS）、ガーナ国日本大使館、JICA ガーナ事務所 

 
個表1 

1. サブプログラム／コンポーネントの概要 

(1) 基本情報 

1. サブプログラム（JDS 重点分野）名：基礎的な社会サービスの拡充 
2. コンポーネント（JDS 開発課題）名：基礎的な社会サービスの拡充（保健政策強化

支援） 

3. 主管省庁：財務経済計画省（MOFEP） 

4. 対象機関：保健省（MOH）、ガーナ保健サービス（GHS） 

 

(2) 背景と必要性（当該国の開発政策における本事業の位置づけ） 

当地において MDG4（乳幼児死亡率の改善）と MDG5 妊産婦の健康の改善）の達成

が困難と見込まれる中、保健セクターの最大の課題は母子保健の改善である。既にガ

ーナ政府による「第 3 次保健セクター5 ヶ年計画（2007-2011）」の中で母と子の健康

は優先課題として位置付けられていたが、当地保健セクター（ドナー、政府）は、昨

今の母子保健の進捗状況（特に妊産婦死亡率の成果の遅れ）を考慮し、2010 年 9 月の

MDG 首脳会合に合わせる形で、ガーナ政府主導の「MDG 促進枠組み（Millennium 

Development Goal Acceleration Framework: MAF）」と「（MDG4 及び 5 の取り組みを示

した）共同行動計画（Joint Action Plan: JAP））」を策定した。これを踏まえ、当国は

(a) 家族計画の改善、(b) 医療従事者による分娩介助の増加、(c) 緊急産科・新生児ケア

の改善を優先的介入方法として推進しており、JICA は「アッパーウエスト州地域保健

機能を活用した妊産婦・新生児保健サービス改善プロジェクト」を中心とした母子保

健システム強化プログラム（仮称）を実施予定。他方、全体的な底上げとして、これ

らの介入を適切に実施するためには、行政官の人材管理、ロジスティックス（機材・

薬品）管理、設備管理、財政管理（サービス・デリバリーのための資金管理）、計画

評価モニタリングの能力強化が必須な状況にある。 
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(3) わが国及びJICAの援助方針とその実績（これまでのJDS留学生の成果含む） 

※2012年3月現在、国別援助方針を改訂中。 

対ガーナ国別援助計画では重点開発課題「地方・農村部の活性化」の中で開発課題

として「基礎生活環境の改善」を掲げている。また、2008 年の TICAD IV で表明され

た横浜行動計画においても、「10 万人の保健人材の育成」が重要課題とされ、保健シ

ステム強化のための人材育成への取組みが重要視されている。JICA はこれまで、ガー

ナ国内最貧困州（アッパーウエスト州）に対する保健システム強化のための技術協力

プロジェクトに取組んできている。 

 
2. 協力の枠組み 

(1) 事業の目的 

本邦大学院での学位取得（修士）を通じ、同国の社会・経済開発に関わり、将来的

に重要な役割を果たすことが期待される若手行政官などを育成することを目的とす

る。また、人的ネットワーク構築を通して、将来的な両国のパートナーシップの強化

に資するものとする。 

 

(2) 案件目標 

① 上位目標 

母子保健、地域保健、保健政策策定、モニタリング及び評価に関する関係行政機

関の能力が帰国生により向上する 

② プロジェクト目標： 

対象機関における行政に携わる人材の母子保健、地域保健、保健政策策定、モニ

タリング及び評価に関する能力が向上する 

 
(3) 目標の指標 

① 留学生の修士号取得 

② 帰国留学生の日本で研究した内容に深く関連する職場での勤務 

 
(4) 受入計画人数及び受入大学 

国際大学大学院 国際関係学研究科 2 人/年 計 8 名/4 年 
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(5) 活動 

目標 内容・目標達成手段 

① 来日前 

来日後に円滑な研究が

開始できるよう事前準備

を行う。 

新学期の学業に備えるため、入学前に、基礎数学、基

礎経済学等について事前講座を実施することを検討中。 

② 留学中 

保健分野の政策介入の

立案・実施・評価・管理を

担う中核的な行政官の育

成に資する基礎知識を習

得し理解を深める。 

経済政策課題を分析・解決するために必要不可欠な専

門的な理論的知見をミクロ経済学、マクロ経済学等を履

修することで身につけると同時に、統計学、計量経済学

を学習することにより、実証面からも対象課題を分析す

る能力を獲得する。 

母子保健政策にかかわ

る専門的な知識および高

度な分析能力を習得する。 

経済学、政治学、国際開発学あるいはそれらの学際分

野における理論的、実証的な分析手法および政策効果・

評価の方法論を学ぶ。 

著名な外部講師を他大学、外国政府機関から招聘し、

ケーススタディや政策実施例を議題としたセミナーやワ

ークショップを実施する。また、国際大学のビデオ施設

を利用し、各国の機関と衛星ビデオ会議・セミナーを実

施する。さらに、日本の政府機関等へのフィールド・ト

リップも実施する。これらを通じて、通常の授業で学ん

だ知識と現場の橋渡しをすることが可能となる。 

優先介入政策を効果的

に立案するために必要不

可欠な実証分析を獲得す

る。 

「Health Policy」「Health Economics」「Social Security 

System」「Cross-sectional and Panel」など、より専門分野に

特化したコースを通じ、計量経済学の手法を、実際のデー

タに応用できるレベルまで学生の分析能力を向上させる。

論文作成を通じ課題に

対する解決策を考察する。 

政策課題分析能力と論文執筆を通した英語による高い

レポート能力を獲得する。 

③ 帰国後 

研究成果の活用 ･ 事後研修・フォローアップ研修を、教員が現地にて実施

することで、帰国留学生の知識、理論、スキルの持続的

向上を図ることを検討する。また、帰国留学生、在校生

及び次年度入学生による合同セミナーを同時に実施す

ることにより、JDS プログラム生の知識・経験の相互理

解及びネットワークの強化を図る。 

･ 他の公的機関の協力を視野に入れつつ、教員と修了生に

よる共同研究も促進する。 
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(6)-1 日本側の投入 

① 受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前

指導、特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

② 留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③ 留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 
(6)-2 投入期間・人数 

1 バッチ 2 名×4 ヵ年＝8 名 

2012 年（～2014 年修了）：2 名 2013 年（～2015 年修了）：2 名 

2014 年（～2016 年修了）：2 名 2015 年（～2017 年修了）：2 名 

 
(7) 相手側の投入 

① 受入大学関係者等との協議参加 

② 留学生の派遣 

③ 事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

(8) 資格要件 

① 職務経験等 

･ 3 年以上の専門的な実務経験を有すること 

② その他： 

･ ガーナ国籍を持つこと 

･ 原則として 22 歳以上 39 歳未満（留学年 4 月 1 日現在） 

･ 軍に現に奉職していない者 

･ 本事業の目的を正しく理解し、学業の修了・帰国後、母国の発展に貢献する明確

な意思を有する者 

･ 原則、既に海外支援による奨学金を受給し、留学の結果、「修士」の学位を取得

していない者。また、現在、他の海外支援による奨学金を受給していない者ある

いは受給予定でない者 

･ 心身ともに健康である者 

･ 日本に留学するうえで、十分な英語力を有する者 
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添付資料7. 対象機関の補足調査結果 

別表7-1 対象機関向け補足調査結果 

調査項目／コメント MOFEP MOH GHS NDPC BOG GSS 

役割 持続的な開発のため

のマクロ経済安定、効

率的な金融資源の動

員／配分／管理、成果

主義に基づく基準の

確立と、浸透、ユーザ

ーフレンドリーな金

融管理情報システム

の確立、公的・民間セ

クターのための活発

な経済環境づくり 

質の高い保健サービス

にアクセスすることで

国民の健康を促進し社

会・経済開発を促進する

こと 

保健政策の履行、質

の高い保健サービス

へのアクセスの向上

と、地域の保健サ-
ビスにおける活用可

能な資源の運用 

国家開発政策の枠組

みの提供、すべての

ガーナ人の生活水準

を高めるための国家

政策や戦略を効果的

に且つ、持続的に実

施するために、ガー

ナ国の大統領へ助言

や、モニタリングや

評価の実施 

持続的な経済成長の

ための効果的なマク

ロ経済環境の策定

と、財政方針の策定

ガーナ国公式統計の収集、

分析、公表と普及活動及び、

国家・国際的なプログラム

（GSGDA、MDGs）の枠組

みや、政策策定、モニタリ

ング・評価の実施 

直面している課題 経済政策策定、政策モ

ニタリング・評価、財

政管理、経済予測が可

能な行政官の人材不

足。 

政策策定、モニタリン

グ・評価、資源の配分

（resource mobilization）、
計画策定に係る適切な

人材の不足 

保健人材のマネジメ

ント（成果管理の手

法、保健従事者の評

価手法）が不十分。 
保健財政管理、保健

サービスデリバリー

に従事するスタッフ

の能力不足 

政策策定、政策モニ

タリング・評価手法

組織の戦略に沿った

政策策定能力の開

発・訓練 

効果的な人的資源管理情報

システムや、行政官の政策

策定能力の開発・訓練、ICT
分野での訓練 

日本で学びたい分野 経済運営、財政管理、

経済予測、計画策定、

ICT の分野 

政策と意思決定に係る

効果的な計画策定、適切

な資源配分、効果的モニ

タリング・評価の手法。

保健人材のマネジメ

ント（成果管理の手

法、保健従事者の評

価手法）、保健財政

管理、保健サービス

デリバリー手法（タ

イミング、対象、量、

等） 

経済分野での政策、

計画策定、モニタリ

ングと評価 

法、経済政策、銀行

管理、財務管理 
効果的な人的資源管理情報

システムや、職員の能力開

発訓練、ICT 分野での訓練 

省庁職員数 559 名 26,116 名（中央から地方

までのすべての職階を

含む） 

53,580（但、中央か

ら地方まで全ての職

階を含む。） 

54 名 1,537 名 541 名 
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調査項目／コメント MOFEP MOH GHS NDPC BOG GSS 

職員の職階ごとの内訳 シニア 314 名 
ジュニア 245 名 

表 7-2 記載 表 7-3 記載 シニア（7 名） 
ジュニア（18 名） 
技術者（14 名） 
サポートスタッフ

（18 名） 

シニア（1,005 名） 
ジュニア（532 名）

Statisticians（113 名） 
Accounting staff（33 名） 
Administrative staff（27 名） 
Technical Officers（197 名） 
Data Processing staff（23 名） 
Typists（23 名） 
Drivers（45 名） 
Labourers（80 名） 

政策策定に従事してい

る行政官数 
35 名（シニアオフィ

サーのみ） 
172 名（シニアオフィサ

ーのみ） 
36,240 名（シニアオ

フィサー、テクニカ

ルオフィサー含む） 

7 名 290 名 23 名 

JDS 事業の募集条件に

合う行政官数 
112 名 24,425 名 9,362 名 16 名 47 名 31 名 

4 年間毎年留学生を推

薦することの可能性 
十分可能。枠を毎年 5
人でなく 10 人に増や

しても対応可能。 

毎年 5 名に増えても対応

可能 
毎年 5 名に増えても

対応可能 
十分可能。枠を増や

しても対応可能 
十分可能 毎年 5 名に増えても対応可

能 

留学条件 留学者と契約書を結

び、復職後数年は勤務

することを義務付け

ている。 

同左 同左 同左 同左 同左 

留学期間中の休職につ

いての制約 
特になし 同左 同左 同左 同左 同左 

他ドナーによるマスタ

ープログラム 
日本、オランダを中心

に毎年 10 名程度。 
現在はなし 現在はなし 日本、世界銀行、ユ

ニセフなど 
日本に 1 名 現在はなし 

留学生の帰国後の待遇 本人の能力次第 同左 同左 同左 同左 同左 
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別表7-2 MOH 

 
 

 



 

添付資料-37 

別表7-3 GHS 
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添付資料8. 第1バッチ（2012年度来日）の候補者の募集・選考方法 

ガーナ国における第一バッチの留学生候補者の募集・選考は、9月7日の第一回運営会議におい

て合意された受入大学と受入人数、応募資格要件、スケジュールに沿って、対象機関に対して募

集支援及び選考支援を行った。 

(1) 留学生用資料の準備 

応募に必要な募集用資料として、募集要項（ガイドライン）50部、チラシ250部、ポスター

150部を準備し、各対象機関への配布、チラシ、ポスターの設置などをおこなった。また、

ガーナJDS事業についてのホームページを立ち上げ、留学希望者問い合わせ専用のE-メール

アドレスを開設し、メールを受信後すぐに回答出来るようにした。 

(2) 募集説明会の実施 

各対象機関にて2012年度留学希望者に対して募集説明会を実施した。説明会では、JDS事

業の概要・目的の説明、受入大学、応募資格要件や、具体的なスケジュールについても説明

を行った。また、説明会後に再度対象機関の担当者と適宜面会し、応募について奨励をお願

いした。6機関の参加者の合計は105名であった。 

(3) 英語試験の実施について 

各関係機関及び、募集説明会の際に、英語試験への質問やコメントが数多く挙げられた。

英語が公用語であるガーナでは、欧米の大学に留学する際にも英語能力証明書を提出する必

要がない、受入大学の一校が英語能力証明書類を募集対象機関が発行すれば免除するとして

いたことから、10月24日、26日と受入大学を訪問し、説明会を受けての質問・コメントを両

大学共に共有したところ、両受入大学共に英語試験の実施を免除することになった。 

(4) 応募書類の回収 

11月4日（金）までに各対象機関から応募書類を回収した。回収方法については、各対象機

関が応募者からの書類を取りまとめ、MOFEPの担当官に提出をし、MOFEPからコンサルタ

ントに提出された。下記のとおり24名の応募があったが、コンサルタントで提出された応募

書類ついて、資格要件や書類不備等を精査した結果、MOHからの応募者1名について、応募

資格がないことがわかったため、23名分の応募書類を受理した。 
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ガーナJDS応募書類提出者数 

対象機関名 応募者数（内女性の数）
経済分野

MOFEP 5 人（1）
NDPC 3 人（1）
BOG 2 人（0）
GSS 5 人（1）

計 15 人（3）
保健分野

MOH 3 人（2）
GHS 6 人（0）

計 9 人（2）
合計 24 人（男 19：女 5）

 

(5) 数学試験の実施 

11月22日（火）にMOFEPから提供をされた試験会場において、数学試験を実施した。本試

験の問題については、本年度については国際大学から提供をされた。応募者のうちの1名が

個人的な理由で今年の応募を辞退することになり、22名の受験となった。数学試験について

は、合否ラインを設定せずに、各受入大学に結果を提出した。採点結果については3-3項の

通りである。 

(6) 受入大学による書類選考及び結果 

提出された応募書類と数学試験結果を11月28日に各受入大学に送付し、12月16日まで大学

教員による書類選考を実施した。書類選考については、学業成績・学問的背景（25点）、帰

国後の知識活用度（20点）、研究計画（30点）、研究計画と開発課題との合致度（20点）、

推薦状（5点）の5項目の100点満点で採点が行われた。数学試験結果については、合否判定の

一部とするか、参考程度にするかについて等、大学側の判断にゆだねた。 

(7) 健康診断について 

書類選考を合格した10名に対して2月21日に健康診断を実施し、10名ともに、健康診断の結

果、日本で2年間滞在するのに問題ない健康状態である、との医師からの診断を得た。 

(8) 受入大学教官による専門面接及びその結果 

2012年2月5日（日）～2月12日（日）にかけて、下記の内容で大学教官と現地関係機関とで

実施された。また、各大学教官は専門面接を実施した。その結果、経済分野には6名、保健分

野には4名が専門分野面接で合格をした。 



 

添付資料-40 

専門面接スケジュール 

月日  日程 内容 

2月5日 日 日本発 

2月6日 月 ガーナ着 

2月7日 火 ブリーフィング 
JICAガーナ事務所訪問 
ガーナ国日本大使館表敬 

2月8日 水 面接実施 経済分野9名（GHS/HR JDS Project Office） 
保健分野6名（GHS/HR Meeting Room） 

2月9日 木 面接実施（続き・経済分野のみ）

対象機関との協議（保健分野）

対象機関との協議（経済分野）

 
対象機関協議： 
･ 対象機関より、抱えている課題や必要な人
材、教育・研究内容等への要望について大
学側に説明、意見交換。 

･ 大学側より、基本計画をもとにどういった
指導を行う予定か、また特別プログラム案
等について説明。 

2月10日 金 運営委員会報告 
現地発 

運営委員会報告： 
･ 専門面接結果及び対象機関との協議結果の
報告 

･ 意見交換（基本計画に係る意見交換、大学
より今後の留学応募者に求める事項、等）

2月11日 土 ドバイ泊 

2月12日 日 日本着 

 

審査項目については、学問的背景と学習能力（5項目×各10点）、留学を成し遂げるための

素養（5項目×5点）、当該国の開発に寄与する可能性（5項目×5点）の100点満点で評価が行

われた。また、対象機関との協議では教育・研究内容等への要望について大学側と意見交換

が、運営委員会との協議では基本計画についての大学からの説明と意見交換が行われた。 

(9) 運営委員会による総合面接及びその結果 

2012年3月1日、運営委員会のよる総合面接が実施され、最終的に合格者と補欠者が決定し

た。経済と保健分野それぞれについて、合格者／補欠者の所属機関名と部署は下表のとおり。 

合格者／補欠者一覧 

Component Org. Division Results 

1-1 
Economics 

BOG BoG/Research Pass 
MOFEP MOFEP/ERMD Pass 
GSS GSS/Western-Bibiani Pass 
GSS GSS/Accra Substitute 
MOFEP MOFEP/ACPEU Substitute 
GSS GSS/Central-Ajumako Substitute 

2-1 
Health  
Policy 

GHS GHS/UWR-Wa Pass 
MOH MOH/PPME Pass 
GHS GHS/WR-Bibiani Central Substitute 
MOH MOH/MHATC-Abokobi Substitute 
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翌日3月2日の運営委員会では、本事業の基本計画が承認された他、上記合格者と補欠者が

承認された。 

その後、コンサルタントは、合格者について出願手続きの支援を行った。 

下表に第1バッチ応募者の選考結果をまとめた。 
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第1バッチ応募者の選考結果 

コン 
ポーネント

大学 研究科 応募者数 有効応募者数
書類審査
合格者数

専門面接
合格者数

総合面接
合格者数

運営委員会承認
最終合格者数 

受入予定 
人数 

行財政能力
の向上 
(経済分野) 

神戸大学大学院 国際協力研究科 15 15 9 6 3 3 3 

基礎的な社
会サービス
の拡充（保健
分野） 

国際大学大学院 国際関係学研究科 9 7 6 4 2 2 2 

計 24 22 15 10 5 5 5 
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